
＊自主財源 ＊依存財源
村税・分担金及び負担金・手数料及び使用料・ 譲与税等交付金・地方交付税・国県支出金・村債等
繰入金・繰越金等

1,140,791 32.3% 2,382,768 67.7%

単位：千円

平成２７年度　朝日村普通会計歳入・歳出決算

歳入の内

【 歳 入 】 【 歳 出 ( 性 質 別 ） 】

自主財源
32.3%

依存財源
67.7%

村税

632,171

(17.9%)
分担金・負担金

使用料・手数料

35,261 

（1.0%)

繰入金

257,400

（7.3%)

繰越金

145,188

(4.1%)
その他

70,771

(2.0%)

譲与税等交付金

125,613

(3.6%)

地方交付税

1,490,724

（42.3%)

国・県支出金

320,431

（9.1%)

村債

446,000

(12.7%)

歳 入

3,523,559千円

義務的経費
28.9%

消費的経費
23.3%

投資的経費
22.4%

積立金
7.4%

繰出金
14.5%

その他
3.5%

人件費

425,426

（13.0%）

扶助費

223,913

（6.8%）

公債費

297,225

（9.1%）

物件費等

427,818

（13.1%）

補助費等

333,007

（10.2%）

普通建設等事業費

732,226

（22.4%）

積立金

242,165

（7.4%）

繰出金

474,570

（14.5%）

その他

115,116

(3.5%)

歳 出

3,271,466千円



　　　　　　（単位：千円）

平成26年度決算額

金　　額　（Ａ） 割　合 （Ｂ）

1 人 件 費 425,426 13.0 420,594 1.1

2 扶 助 費 223,913 6.8 222,699 0.5

3 公 債 費 297,225 9.1 442,037 △ 32.8

4 物 件 費 427,818 13.1 371,257 15.2

5 維 持 補 修 費 20,816 0.6 19,723 5.5

6 補 助 費 等 333,007 10.2 451,292 △ 26.2

7 普 通 建 設 事 業 費 732,226 22.4 1,278,784 △ 42.7

8 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0

9 災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 0 0.0

10 積 立 金 242,165 7.4 234,628 3.2

11 繰 出 金 474,570 14.5 439,958 7.9

12 投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金 94,300 2.9 20,500 360.0

3,271,466 100.0 3,901,472 △ 16.1

( 決　　算　　統　　計　）

合　　　　　　　計

＊性　質　別　歳　出

平成27年度決算額
対前年増減率　（Ａ／Ｂ）科　　　　　　目



決　算　の　分　析
（１）経常収支比率（普通会計） （単位：千円）

経常収支比率

決　　算　　額 左の内経常一般財源(A) 決　　算　　額 左の内経常一般財源(B) （Ｂ／Ａ）

1 村 税 632,171 632,171 1 人 件 費 425,426 396,067 17.8

2 地 方 譲 与 税 31,951 31,951 2 物 件 費 427,818 225,256 10.1

3 利 子 割 交 付 金 804 804 3 維 持 補 修 費 20,816 16,190 0.7

4 配 当 割 交 付 金 2,251 2,251 4 扶 助 費 223,913 76,961 3.5

5 株式等譲渡所得割交付金 2,318 2,318 5 補 助 費 等 333,007 224,075 10.1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 80,170 80,170 6 公 債 費 297,225 223,425 10.0

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 5,967 5,967 7 繰 出 金 474,570 400,308 18.0

8 地 方 特 例 交 付 金 2,152 2,152 8 投資及び出資金・貸付金 94,300 0.0

9 地 方 交 付 税 1,490,724 1,344,806

10 交通安全対策特別交付金 0 0

11 分 担 金 及 び 負 担 金 19,449 0 9 積 立 金 242,165 0.0

12 使 用 料 及 び 手 数 料 15,812 162 10 普 通 建 設 事 業 費 732,226 0.0

13 国 庫 支 出 金 212,809 11 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0

14 県 支 出 金 107,622

15 財 産 収 入 5,540 534

16 寄 附 金 1,597

17 繰 入 金 257,400

18 繰 越 金 145,188

19 諸 収 入 63,634 4,035

20 村 債 446,000 119,400

3,523,559 2,226,721 3,271,466 1,562,282 70.2

科　　　　　目 科　　　　　目

（経常的経費）

小　　　　計

歳　　　　　　　　　　入

( 決　　算　　統　　計　）
(但し経常収支比率は、減税補てん債・臨財債を経常一般財源に算入したもの）

歳　　　　　　　　　　出

小　　　　計

（臨時的経費）

2,297,075 1,562,282 70.2

計合　　　　　　　　　　計

974,391 0 0.0



※Ｈ26.10.1以降開始事業年度 12.1/100

税　合　計 99.8 59.3 99.5

徴
収
率

区 　分

0
被 保 険 者 一 人 当 り
保 険 給 付 費

236
千円

歳 出 合 計 3,271,466 100.0 △ 16.1 2,336,941

50.5 99.4
ス キ ー 場 無 210 47,320

％
（28年４月１日現在）

失業対策事業費 0 0.0 固定資産税 99.7

市町村民税 99.8 ％ 68.1 ％ 99.566
千円

災害復旧事業費 0 0.0

滞納繰越分 合　　計

下 水 道 無 5,584 248,745 1

20,504 1

被 保 険 者 一 人 当 り
国 庫 支 出 金

単 独 631,144 19.3 3.0 89,891
ラスパイレス指数

93.3
現年課税分

115
千円

2,589,034 千円

その他

実質的なもの

53,224

う　ち
補 助 101,082 3.1 △ 84.8 12,178

簡 易 水 道 無
被 保 険 者 一 人 当 り
保 険 税 収 入 額

被 保 険 者 数 1,264

内
　
　
訳

普通建設事業費 732,226 22.4 △ 42.7 102,069
歳入一般財源

△ 32.0 16,864
後期高齢者医療 388

4,370

13,130
保証
補填

公社等(減税補てん債及び臨時財政
対策債を除く　74.1）

（うち退職被保険者数） (79)

13,268 0
人 その他

66,094 2投 資 的 経 費 732,226 22.4 △ 42.7 102,069

うち人件費 16,864 0.5

加 入 世 帯 数 665 支
出
予
定
額

）

（
翌
年
度
以
降

債
務
負
担
行
為
額

物件等購入
経常収支比率 70.2 ％

介 護 保 険

1,085,568
前年度繰上充用金 0 0.0 計 1,562,282 （事業） 世帯

投資・出資金・貸付金 94,300 2.9 360.0 73,800 0

（千円） （人） 地 方 債 現 在 高 2,374,689
国民健康保険

75,658 20,305

積 立 金 242,165 7.4 3.2 236,970
職員数 特 定 目 的 1,823,441

再 差 引 収 支 60,749
千円

1 （うち退職被保険者世帯数） (64) 　　　う　ち　政　府　資　金

435
繰 出 金 474,570 14.5 7.9 450,045 400,308 18.0

公
 

営
 

企
 

業
 

等
 

の
 

状
 

況

8.3

国
　
保
　
会
　
計
　
の
　
状
　
況

実 質 収 支 61,349
千円

減 債

事　　業　　名
法適用
の有無

収　支　額 普通会計からの
繰入額　(千円）

2,336,941

基金現在高

財 政 調 整 1,129,665
うち一部事務組合負担金 194,722 6.0 3.7 194,722 184,143

10.1 歳 出 合 計 3,271,466 100.0 △ 16.1 732,226補 助 費 等 333,007 10.2 △ 26.2 309,684 224,075
-前年度繰上充用 0 0.0 0

諸 支 出 金 0 0.0 0.0 0
297,225 実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

7.3
維 持 補 修 費 20,816 0.6 5.5 19,824 16,190 0.7

10.1 公 債 費 297,225 9.1 △ 32.8物 件 費 427,818 13.1 15.2 372,502 225,256
連結実質 赤字 比率 -災 害 復 旧 費 0 0.0 0

-
小　　　　　　計 946,564 28.9 △ 12.8 772,047 696,453 31.3 教 育 費 307,287

3.2 △ 2.2 0 101,335 　
　

（
％

）

　
判
断
比
率

　
健
全
化

実 質 赤 字 比 率
9.4 8.5 79,435 234,160

286,232
一時借入金利子 0 0.0 皆減 0 0 消 防 費 104,486

40,206 93,878
公 債 費 負 担 比 率 ％ 11.5土 木 費 422,134 12.9 7.7 136,744

223,425 10.0 商 工 費 144,566 4.4 △ 61.8
106,217 経 常 一 般 財 源 等 比 率 ％ 95.3

内
訳

元 利 償 還 金 297,225 9.1 △ 32.8 297,225

10.0 農林水産業費 153,058 4.7 △ 38.1 82,882公 債 費 297,225 9.1 △ 32.8 297,225 223,425

0.296

6.1労 働 費 11,046 0.3 0.0 0 1,046
衛 生 費 122,75676,961

375,991△ 27.9 365,863

3.5 126,025

うち職員給 248,676 7.6 2.8 224,563

扶 助 費 223,913 6.8 0.5 77,051

標 準 財 政 規 模

財 政 力 指 数 25-27
3.8 6.5 0

千円

28.7

実 質 収 支 比 率 ％

2,210,987総 務 費 711,821 21.8 25.5 27,096
6.0 0

千円
746,734

人 件 費 425,426 13.0 1.1 397,771 396,067 17.8 55,206
財 源 等 一般財源等 比 率

増　減　率

662,895
民 生 費 938,612

区　　　　分 決　算　額　Ａ 構　成　比

議 会 費 1.7

Ａの充当一般財源等
1,932,497

区　　　　　　分 決　　算　　額 構成比 増減率
充 当 一 般

標 準 税 収 入 額
55,206

経常経費充当 経 常 収 支

性　　質　　別　　歳　　出　　の　　状　　況　　　（　単位　　　千円・％　） 目　　的　　別　　歳　　出　　の　　状　　況　　　　（単位　　　千円・％　） 27 基 準 財 政 収 入 額
千円

587,683

年
　
度

基 準 財 政 需 要 額
Ａのうち普通建設事業費

千円

そ の 他 3

適
用
税
率
等
の
状
況

区　　　　　　分 指　数　等

181,000
法人税割 １４.７／１００歳 入 合 計 3,523,559 100.0 △ 12.9 2,107,321 100.0

2 常 備 消 防 1 議 会 議 員 8 〃0.0
固　定　資　産　税 １．４／１００

3,000,000 円 老 人 福 祉
伝 染 病

議 会 副 議 長 １ 〃 201,000
地 方 債 446,000 12.7 △ 22.2 0

1,750,000 円 公 平 委 員 会 中 学 校 1
議 会 議 長 １ 〃 269,000

諸 収 入 63,634 1.8 1.5 4,035
410,000 円 交 通 災 害 共 済 1 小 学 校

教 育 長 １ 〃 492,000
繰 越 金 145,188 4.1 △ 67.6

400,000 円 退 職 手 当 1 火 葬 場
副 村 長 １ 〃 555,000

繰 入 金 257,400 7.3 45.6
160,000 円 非常勤公務災害等 ご み 処 理 1

村 長 １ H23.7.1 671,000
寄 付 金 1,597 0.0 8.9
財 産 収 入 5,540 0.2 7.6 534 0.0

107,622 3.1 △ 69.5

所　得　割

0.2

１人当り平均給料
（報酬）月額（円）

国 庫 支 出 金 212,809 6.0 12.1 120,000 円
都 道 府 県 支 出 金

定　数
給料（報酬）月額
適用開始年月日130,000 円

47 144,881
50,000 円

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特　別　職　等

150,000 円 議 員 公 務 災 害 し 尿 処 理

0.0
手 数 料 2,817 0.1 △ 4.7 0 0.0

3,083使 用 料 12,995 0.4 △ 2.3 162

個
人
村
民
税

均　等　割 3,000 円

632,171

標準税率等に
対する比率

100.0％

合　　　計 100.0 5.9 2,041
合　　　　　　　　計

法
人
村
民
税

均　等　割

分 担 金 ・ 負 担 金 19,449 0.5 △ 17.5 0 0.0
0 0.0 0.0 0

市町村圏 ○
臨 時 職 員

交通安全対策特別交付金 0 0.0 0 0.0 入 湯 税
0.0 0

林 　　構 ○
消 防 職 員

（ 一 般 財 源 計 ） 2,248,508 63.8 2.4 2,102,590 99.8 目 的 税 0 0.0

63.8
うち技能労務員 1 2,797 2,797

農 　　構 ○
教 育 公 務 員

1.7
農 工 導 ○

0 0.0 旧 法 に よ る 税

地 方 交 付 税 1,490,724 42.3 1.7 1,344,806
法 定 外 普 通 税内

訳
普　　　　　通 1,344,806 38.2 3,0831,344,806
特　　　　　別 145,918 4.1 1.7

0.3
63.8 給料月額（百円） １人当り平均給料月額　（百円）

農 　　振 ○
一
般
職
員
等

一 般 職 員 47 144,881

区　　　　　　　　分

222,075中部圏都市
自 動 車 取 得 税 交 付 金 5,967 0.2 83.3 5,967

632,171 100.0 5.9 2,041 豪 　　雪 職員数（人）

0.1 特別土地保有税

小　　　計

実質単年度収支 73,992

積立金取崩し額 0 0
辺 　　地 ○

地 方 特 例 交 付 金 2,152 0.1 56.1 2,152
3.8 鉱 産 税

繰上償還金 73,800 223,388
準 過 疎

地 方 消 費 税 交 付 金 80,170 2.2 79.3 80,170
0.1 市町村たばこ税 2,458 0.4 △ 2.0

積立金 2,612 2,855
過 　　疎

株式等譲渡所得割交付 2,318 0.1 9.9 2,318
0.1 軽 自 動 車 税 15,252 2.4 1.9

単年度収支 △ 2,420 △ 4,168
山 　　振 ○

配 当 割 交 付 金 2,251 0.1 △ 18.8 2,251
0.0 固 定 資 産 税 384,426 60.8 △ 1.1

実質収支 134,294 136,714
低 開 発

利 子 割 交 付 金 804 0.0 △ 17.3 804
1.6 法人分 21,989 3.5 △ 48.8 2,041

市町村
民税

個人分 208,046 32.9 翌年度へ繰越すべき財源 117,799 8,474
旧 新 産 ○

地 方 譲 与 税 31,951 0.9 4.6 31,951
6.3地 方 税 632,171 17.9 △ 2.0 632,171 30.0

構成比 増減率
超　過　課　税　分

歳入歳出差引 252,093 145,188

3,271,466 3,901,472

収　入　済　額
区　　　　　　分 決　　算　　額 構成比 増減率

経 常
構成比

一 般 財 源
区　　分 徴　収　済　額

63.0

収
　
支
　
状
　
況

歳入総額
％ 人　口　密　度 （人）

区　　　　　　　　　　分
％

3,523,559 4,046,660
歳　　　入　　　の　　　状　　　況　　　（単位　千円・％） 市　　町　　村　　税　　の　　状　　況　　　　　　　（単位　　千円・％）

指定団体等
の指定状況

歳出総額

％ 1,240 人 46.2
70.62

増　減　率 △ 38 人 △ 0.8 ％ 第 3 次 1,265 人 49.8

％ 805 人 29.9 ％ 面　　　　　積 （ｋ㎡） 平成27年度（千円） 平成26年度（千円）決 算 状 況 27．1．１ 4,702人（うち日本人4,675人） 第 2 次 705 人 27.7
22.5 644 人 23.9 ％台

帳
人
口

28．1．１ 4,664人（うち日本人4,637人） 第 １ 次 572 人

地　方　交　付　税　種　地
（２８．３．３１） Ⅱ－２増　減　率 △ 274 人 △ 5.8 ％ 地 区 人 口 17年国調（人） ―

市　　町　　村　　類　　型
（２７年度） Ⅰ－0

平 成 ２ 7 年 度 人 口 集 中22年国調 4,741 人 ふ り が な 　 　 あさ　   ひ　 　むら
区　分

22年国調（人） ―
県　名 長　野　県

コ ー ド 番 号 ２ ０ ４ ５ １ ０

団 　体 　名 朝 　日 　村

人
口

2７年国調 4,467 人 産　業　構　造　・　就　業　人　口

22　　年　　国　　調 17　　年　　国　　調
住
民
基
本
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